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(57)【要約】
　ワイヤレス通信のための方法、装置、およびコンピュ
ータプログラム製品が提供される。態様では、第１の装
置が、他の装置に関連する第２の装置の能力に関係する
情報を第２の装置から受信し、情報に基づいて第１の装
置における関連を制限する。別の態様では、第１の装置
は、第２の装置に関連し、第２の装置における望ましい
関連の数を示す情報を第２の装置に送信する。
【選択図】　　　図４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ワイヤレス通信のための第１の装置であって、前記第１の装置が第２の装置に関連付け
られ、
　他の装置に関連する前記第２の装置の能力に関係する情報を前記第２の装置から受信す
るように構成された受信機と、
　前記情報に基づいて前記第１の装置における関連を制限するように構成された処理シス
テムと
を備える、第１の装置。
【請求項２】
　前記情報が、前記第２の装置に新たに関連することができる局、リレー、または局とリ
レーの数を示し、
　前記処理システムが、前記第２の装置に新たに関連することができる局、リレー、また
は局とリレーの前記の数に基づいて関連の数を制限することによって、前記第１の装置に
おける前記関連を制限するように構成された、
請求項１に記載の第１の装置。
【請求項３】
　前記情報が、前記第１の装置と前記第２の装置との間のホップの数に基づく前記第１の
装置における望ましい関連の数を示し、
　前記処理システムが、望ましい関連の前記数に基づいて関連の数を制限することによっ
て前記第１の装置における前記関連を制限するように構成された、
請求項１に記載の第１の装置。
【請求項４】
　前記情報は、前記第２の装置が新しい関連を受け付けるかどうかを示す値に設定された
１ビットを備え、
　前記処理システムは、前記第２の装置が新しい関連を受け付けないことを示す値に前記
１ビットが設定されたとき、前記第１の装置における前記関連を関連の現在の数に制限す
るように構成された、
請求項１に記載の第１の装置。
【請求項５】
　前記処理システムが、
　少なくとも１つの現在の関連をドロップすること、
　いくつかの新しい関連を許容すること、または
　前記新しい関連を許容しないこと
によって、前記第１の装置における前記関連を制限するように構成された、請求項１に記
載の第１の装置。
【請求項６】
　前記処理システムが、前記情報に基づいてデータを生成するようにさらに構成され、
　前記第１の装置が、前記第１の装置から、前記第１の装置に現在関連付けられた少なく
とも１つのリレーまたはアクセスポイントに前記データを送信するように構成された送信
機をさらに備える、
請求項１に記載の第１の装置。
【請求項７】
　前記送信機が、前記データをブロードキャストするように構成された、請求項６に記載
の第１の装置。
【請求項８】
　前記データが、前記少なくとも１つのリレーまたはアクセスポイントにおける望ましい
関連の数を示し、望ましい関連の前記数が、
　前記第２の装置と前記少なくとも１つのリレーまたはアクセスポイントとの間のホップ
の数、
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　前記少なくとも１つのリレーまたはアクセスポイントに新たに関連することができる局
の数、
　前記少なくとも１つのリレーまたはアクセスポイントに新たに関連することができるリ
レーの数、あるいは
　前記少なくとも１つのリレーまたはアクセスポイントに新たに関連することができる局
とリレーの数
のうちの少なくとも１つに従って制限される、請求項６に記載の第１の装置。
【請求項９】
　前記データがビーコンフレームを介して送信される、請求項６に記載の第１の装置。
【請求項１０】
　前記データが、前記第１の装置あるいは前記少なくとも１つのリレーまたはアクセスポ
イントに新たに関連することができる局、リレー、または局とリレーの数を示す、請求項
６に記載の第１の装置。
【請求項１１】
　ワイヤレス通信のための第１の装置であって、
　第２の装置に関連するように構成された処理システムと、
　前記第２の装置における望ましい関連の数を示す情報を前記第２の装置に送信するよう
に構成された送信機と
を備える、第１の装置。
【請求項１２】
　前記処理システムが、
　バッファサイズ、メモリ、またはエアタイム容量のうちの少なくとも１つが前記第１の
装置における新しい関連をもはやサポートすることができないと決定することと、
　前記決定に基づいて前記情報を生成することと
を行うように構成された、請求項１１に記載の第１の装置。
【請求項１３】
　前記第１の装置における望ましい関連の数を示す他の情報をアクセスポイントから受信
するように構成された受信機
をさらに備え、
　前記処理システムが、前記他の情報に基づいて前記情報を生成するように構成された、
請求項１１に記載の第１の装置。
【請求項１４】
　前記情報がビーコンフレームを介して送信される、請求項１１に記載の第１の装置。
【請求項１５】
　前記情報が、前記第１の装置に新たに関連することができる局、リレー、または局とリ
レーの数を示す、請求項１１に記載の第１の装置。
【請求項１６】
　前記情報は、前記第１の装置が新しい関連を受け付けるかどうかを示す値に設定された
１ビットを備える、請求項１１に記載の第１の装置。
【請求項１７】
　前記情報は、前記第２の装置における望ましい関連の前記数が前記第１の装置と前記第
２の装置との間のホップの数に基づくことを示す、請求項１１に記載の第１の装置。
【請求項１８】
　第１の装置におけるワイヤレス通信のための方法であって、前記第１の装置が第２の装
置に関連付けられ、
　他の装置に関連する前記第２の装置の能力に関係する情報を前記第２の装置から受信す
ることと、
　前記情報に基づいて前記第１の装置における関連を制限することと
を備える、方法。
【請求項１９】
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　前記情報が、前記第２の装置に新たに関連することができる局、リレー、または局とリ
レーの数を示し、
　前記制限することが、前記第２の装置に新たに関連することができる局、リレー、また
は局とリレーの数に基づいて関連の数を制限することを備える、
請求項１８に記載の方法。
【請求項２０】
　前記情報が、前記第１の装置と前記第２の装置との間のホップの数に基づく前記第１の
装置における望ましい関連の数を示し、
　前記制限することが、望ましい関連の前記数に基づいて関連の数を制限することを備え
る、
請求項１８に記載の方法。
【請求項２１】
　前記情報は、前記第２の装置が新しい関連を受け付けるかどうかを示す値に設定された
１ビットを備え、
　前記限定することは、前記第２の装置が新しい関連を受け付けないことを示す値に前記
１ビットが設定されたとき、前記関連を関連の現在の数に制限することを備える、
請求項１８に記載の方法。
【請求項２２】
　前記限定することが、
　少なくとも１つの現在の関連をドロップすること、
　いくつかの新しい関連を許容すること、または
　前記新しい関連を許容しないこと
のうちの少なくとも１つを備える、請求項１８に記載の方法。
【請求項２３】
　前記情報に基づいてデータを生成することと、
　前記第１の装置から、前記第１の装置に現在関連付けられた少なくとも１つのリレーま
たはアクセスポイントに前記データを送信することと、
をさらに備える、請求項１８に記載の方法。
【請求項２４】
　前記送信することが、前記データをブロードキャストすることを備える、請求項２３に
記載の方法。
【請求項２５】
　前記データが、前記少なくとも１つのリレーまたはアクセスポイントにおける望ましい
関連の数を示し、望ましい関連の前記数が、
　前記第２の装置と前記少なくとも１つのリレーまたはアクセスポイントとの間のホップ
の数、
　前記少なくとも１つのリレーまたはアクセスポイントに新たに関連することができる局
の数、
　前記少なくとも１つのリレーまたはアクセスポイントに新たに関連することができるリ
レーの数、あるいは
　前記少なくとも１つのリレーまたはアクセスポイントに新たに関連することができる局
とリレーの数
のうちの少なくとも１つに従って制限される、請求項２３に記載の方法。
【請求項２６】
　前記データが、前記第１の装置あるいは前記少なくとも１つのリレーまたはアクセスポ
イントに新たに関連することができる局、リレー、または局とリレーの数を示す、請求項
２３に記載の方法。
【請求項２７】
　第１の装置におけるワイヤレス通信のための方法であって、
　前記第２の装置に関連することと、
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　前記第２の装置における望ましい関連の数を示す情報を前記第２の装置に送信すること
と
を備える、方法。
【請求項２８】
　バッファサイズ、メモリ、またはエアタイム容量のうちの少なくとも１つが前記第１の
装置における新しい関連をもはやサポートすることができないと決定することと、
　前記決定に基づいて前記情報を生成することと
をさらに備える、請求項２７に記載の方法。
【請求項２９】
　前記第１の装置における望ましい関連の数を示す他の情報をアクセスポイントから受信
することと、
　前記他の情報に基づいて前記情報を生成することと
をさらに備える、請求項２７に記載の方法。
【請求項３０】
　前記情報は、
　前記第１の装置に新たに関連することができる局、リレー、または局とリレーの数、
　前記第１の装置が新しい関連を受け付けるかどうか、あるいは
　前記第２の装置における望ましい関連の前記数が前記第１の装置と前記第２の装置との
間のホップの数に基づくこと、
のうちの少なくとも１つを示す、請求項２７に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
関連出願の相互参照
　[0001]本出願は、その全体が参照により本明細書に明確に組み込まれる、２０１４年８
月１１日に出願された「ASSOCIATION LIMIT IN RELAY NETWORK」と題する米国非仮出願第
１４／４５７，０５６号、および２０１３年８月１９日に出願された「ASSOCIATION LIMI
T IN RELAY NETWORK」と題する米国仮出願第６１／８６７，５８６号の利益を主張する。
【０００２】
　[0002]本開示は一般に通信システムに関し、より詳細には、他の装置に関連する第１の
装置の能力に関係する情報を通信することに関し、ここにおいて、情報が、第２の装置に
おける望ましい関連の数を示す。
【背景技術】
【０００３】
　[0003]ワイヤレス通信ネットワークは、音声、ビデオ、パケットデータ、メッセージン
グ、ブロードキャストなどの様々な通信サービスを提供するために広く展開されている。
これらのワイヤレスネットワークは、利用可能なネットワークリソースを共有することに
よって複数のユーザをサポートすることが可能な多元接続ネットワークであり得る。その
ような多元接続ネットワークの例としては、符号分割多元接続（ＣＤＭＡ）ネットワーク
、時分割多元接続（ＴＤＭＡ）ネットワーク、周波数分割多元接続（ＦＤＭＡ）ネットワ
ーク、直交ＦＤＭＡ（ＯＦＤＭＡ）ネットワーク、およびシングルキャリアＦＤＭＡ（Ｓ
Ｃ－ＦＤＭＡ）ネットワークがある。
【０００４】
　[0004]より大きいカバレージおよび増加した通信範囲に対する要望に対処するために、
様々な方式が開発されている。１つのそのような方式は、電気電子技術者協会（ＩＥＥＥ
）８０２．１１ａｈタスクフォースによって開発されている（たとえば、米国では９０２
～９２８ＭＨｚ範囲中で動作している）サブ１ＧＨｚ周波数範囲である。この開発は、他
のＩＥＥＥ８０２．１１グループよりも大きいワイヤレス範囲を有し、より低い障害損失
を有する周波数範囲を利用する要望によって推進される。
【発明の概要】
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【０００５】
　[0005]本開示の態様は、ワイヤレス通信のための第１の装置を提供する。第１の装置は
第２の装置に関連付けられる。第１の装置は、概して、他の装置に関連する第２の装置の
能力に関係する情報を第２の装置から受信するように構成された受信機と、情報に基づい
て第１の装置における関連を制限するように構成された処理システムとを含む。
【０００６】
　[0006]本開示の態様は、ワイヤレス通信のための第１の装置を提供する。第１の装置は
、概して、第２の装置に関連するように構成された処理システムと、第２の装置における
望ましい関連の数を示す情報を第２の装置に送信するように構成された送信機とを含む。
【０００７】
　[0007]本開示の態様は、第１の装置によるワイヤレス通信のための方法を提供する。第
１の装置は第２の装置に関連付けられる。本方法は、概して、他の装置に関連する第２の
装置の能力に関係する情報を第２の装置から受信することと、情報に基づいて第１の装置
における関連を制限することとを含む。
【０００８】
　[0008]本開示の態様は、第１の装置によるワイヤレス通信のための方法を提供する。本
方法は、概して、第２の装置に関連することと、第２の装置における望ましい関連の数を
示す情報を第２の装置に送信することとを含む。
【０００９】
　[0009]本開示の態様は、ワイヤレス通信のための第１の装置を提供する。第１の装置は
第２の装置に関連付けられる。第１の装置は、概して、他の装置に関連する第２の装置の
能力に関係する情報を第２の装置から受信するための手段と、情報に基づいて第１の装置
における関連を制限するための手段とを含む。
【００１０】
　[0010]本開示の態様は、ワイヤレス通信のための第１の装置を提供する。第１の装置は
、概して、第２の装置に関連するための手段と、第２の装置における望ましい関連の数を
示す情報を第２の装置に送信するための手段とを含む。
【００１１】
　[0011]本開示の態様は、命令を記憶したコンピュータ可読媒体を備える、第１の装置に
よるワイヤレス通信のためのコンピュータプログラム製品を提供する。第１の装置は第２
の装置に関連付けられる。命令は、概して、他の装置に関連する第２の装置の能力に関係
する情報を第２の装置から受信することと、情報に基づいて第１の装置における関連を制
限することとを行うために実行可能である。
【００１２】
　[0012]本開示の態様は、命令を記憶したコンピュータ可読媒体を備える、第１の装置に
よるワイヤレス通信のためのコンピュータプログラム製品を提供する。命令は、概して、
第２の装置に関連することと、第２の装置における望ましい関連の数を示す情報を第２の
装置に送信することとを行うために実行可能である。
【００１３】
　[0013]本開示の上述の特徴が詳細に理解され得るように、添付の図面にその一部を示す
態様を参照することによって、上記で手短に要約されたより具体的な説明が得られ得る。
ただし、その説明は他の等しく有効な態様に通じ得るので、添付の図面は、本開示のいく
つかの典型的な態様のみを示し、したがって、本開示の範囲を限定するものと見なすべき
ではないことに留意されたい。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】[0014]本開示のいくつかの態様による、例示的なワイヤレス通信ネットワークの
図。
【図２】[0015]本開示のいくつかの態様による、例示的なアクセスポイントおよびユーザ
端末のブロック図。



(7) JP 2016-534630 A 2016.11.4

10

20

30

40

50

【図３】[0016]本開示のいくつかの態様による、例示的なワイヤレスデバイスのブロック
図。
【図４】[0017]本開示のいくつかの態様による、第１の装置によるワイヤレス通信のため
の例示的な動作のブロック図。
【図４Ａ】[0018]図４に示された動作を実行することが可能な例示的な手段を示す図。
【図５】[0019]本開示のいくつかの態様による、第１の装置によるワイヤレス通信のため
の例示的な動作のブロック図。
【図５Ａ】[0020]図５に示された動作を実行することが可能な例示的な手段を示す図。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　[0021]添付の図面を参照しながら本開示の様々な態様について以下でより十分に説明す
る。ただし、本開示は、多くの異なる形態で実施され得、本開示全体にわたって提示する
任意の特定の構造または機能に限定されるものと解釈されるべきではない。むしろ、これ
らの態様は、本開示が周到で完全になり、本開示の範囲を当業者に十分に伝えるように与
えられる。本明細書の教示に基づいて、本開示の範囲は、本開示の他の態様とは無関係に
実装されるにせよ、本開示の他の態様と組み合わされるにせよ、本明細書で開示する本開
示のいかなる態様をもカバーするものであることを、当業者は諒解されたい。たとえば、
本明細書に記載する態様をいくつ使用しても、装置は実装され得、または方法は実施され
得る。さらに、本開示の範囲は、本明細書に記載された本開示の様々な態様に加えてまた
はそれら以外に、他の構造、機能、または構造および機能を使用して実施されるそのよう
な装置または方法をカバーするものとする。本明細書で開示する本開示のいずれの態様も
、請求項の１つまたは複数の要素によって実施され得ることを理解されたい。
【００１６】
　[0022]本明細書では特定の態様について説明するが、これらの態様の多くの変形および
置換は本開示の範囲内に入る。好適な態様のいくつかの利益および利点について説明する
が、本開示の範囲は特定の利益、使用、または目的に限定されるものではない。むしろ、
本開示の態様は、様々なワイヤレス技術、システム構成、ネットワーク、および伝送プロ
トコルに広く適用可能であるものとし、それらのいくつかを例として、図および好適な態
様についての以下の説明において示す。発明を実施するための形態および図面は、本開示
を限定するものではなく説明するものにすぎず、本開示の範囲は添付の特許請求の範囲お
よびそれの均等物によって定義される。
【００１７】
　[0023]本明細書では、ワイヤレス通信の分野における一般に認識されている使用法に一
致する、以下に記載する頭文字を使用することがある。本明細書では、他の頭文字を使用
することもあり、以下のリストにおいて定義されていない場合は、本明細書で最初に出現
する場所で定義する。
【００１８】
　　ＡＣＫ．．．．．．．．．．．確認応答
　　Ａ－ＭＰＤＵ．．．．．．アグリゲート媒体アクセス制御プロトコルデータユニット
（Aggregated Media Access Control Protocol Data Unit）
　　ＡＰ．．．．．．．．．．．．．アクセスポイント
　　ＢＡ．．．．．．．．．．．．．ブロックＡＣＫ
　　ＢＡＲ．．．．．．．．．．．ブロックＡＣＫ要求
　　ＣＲＣ．．．．．．．．．．．巡回冗長検査（cyclic redundancy check）
　　ＤＩＦＳ．．．．．．．．．分散フレーム間スペース
　　ＥＯＦ．．．．．．．．．．．フレームの終了
　　ＥＩＦＳ．．．．．．．．．拡張フレーム間スペース
　　ＦＣＳ．．．．．．．．．．．フレーム検査シーケンス
　　ＩＤ．．．．．．．．．．．．．識別子
　　ＩＥＥＥ．．．．．．．．．米国電気電子技術者協会
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　　ＬＴＦ．．．．．．．．．．．ロングトレーニングフィールド
　　ＭＡＣ．．．．．．．．．．．メディアアクセス制御
　　ＭＳＢ．．．．．．．．．．．最上位ビット
　　ＭＩＭＯ．．．．．．．．．多入力多出力
　　ＭＰＤＵ．．．．．．．．．ＭＡＣプロトコルデータユニット
　　ＭＵ．．．．．．．．．．．．．マルチユーザ
　　ＭＵ－ＭＩＭＯ．．．マルチユーザ多入力多出力
　　ＮＤＰ．．．．．．．．．．．ヌルデータパケット
　　ＯＦＤＭ．．．．．．．．．直交周波数分割変調
　　ＯＦＤＭＡ．．．．．．．直交周波数分割多元接続
　　ＰＨＹ．．．．．．．．．．．物理レイヤ
　　ＰＬＣＰ．．．．．．．．．物理レイヤコンバージェンスプロトコル
　　ＰＰＤＵ．．．．．．．．．ＰＬＣＰプロトコルデータユニット
　　ＰＳＤＵ．．．．．．．．．ＰＬＣＰサービスデータユニット
　　ＱｏＳ．．．．．．．．．．．サービス品質
　　ＲＤＧ．．．．．．．．．．．逆方向グラント
　　ＳＤＭＡ．．．．．．．．．空間分割多元接続
　　ＳＩＦＳ．．．．．．．．．ショートフレーム間スペース（Short Interframe Space
）
　　ＳＩＧ．．．．．．．．．．．信号（たとえば、サブ１ＧＨｚ）
　　ＳＴＡ．．．．．．．．．．．局
　　ＳＴＢＣ．．．．．．．．．時空間ブロックコーディング
　　ＳＴＦ．．．．．．．．．．．ショートトレーニングフィールド
　　ＳＵ．．．．．．．．．．．．．シングルユーザ
　　ＴＣＰ．．．．．．．．．．．伝送制御プロトコル
　　ＶＨＴ．．．．．．．．．．．超高スループット
　　ＷＬＡＮ．．．．．．．．．ワイヤレスローカルエリアネットワーク
例示的なワイヤレス通信システム
　[0024]本明細書で説明する技法は、直交多重化方式に基づく通信システムを含む、様々
なブロードバンドワイヤレス通信システムに使用され得る。そのような通信システムの例
としては、空間分割多元接続（ＳＤＭＡ）、時分割多元接続（ＴＤＭＡ）、直交周波数分
割多元接続（ＯＦＤＭＡ）システム、シングルキャリア周波数分割多元接続（ＳＣ－ＦＤ
ＭＡ）システムなどがある。ＳＤＭＡシステムは、複数のユーザ端末に属するデータを同
時に送信するために十分に異なる方向を利用し得る。ＴＤＭＡシステムは、送信信号を異
なるタイムスロットに分割することによって、複数のユーザ端末が同じ周波数チャネルを
共有することを可能にし得、各タイムスロットは異なるユーザ端末に割り当てられる。Ｏ
ＦＤＭＡシステムは、全システム帯域幅を複数の直交サブキャリアに区分する変調技法で
ある、直交周波数分割多重化（ＯＦＤＭ）を利用する。これらのサブキャリアは、トーン
、ビンなどと呼ばれることもある。ＯＦＤＭでは、各サブキャリアは独立してデータで変
調され得る。ＳＣ－ＦＤＭＡシステムは、システム帯域幅にわたって分散されたサブキャ
リア上で送信するためのインターリーブＦＤＭＡ（ＩＦＤＭＡ）、隣接するサブキャリア
のブロック上で送信するための局所ＦＤＭＡ（ＬＦＤＭＡ）、または隣接するサブキャリ
アの複数のブロック上で送信するための拡張ＦＤＭＡ（ＥＦＤＭＡ）を利用し得る。概し
て、変調シンボルは、ＯＦＤＭでは周波数領域で、ＳＣ－ＦＤＭＡでは時間領域で送られ
る。
【００１９】
　[0025]本明細書の教示は、様々なワイヤードまたはワイヤレス装置（たとえば、ノード
）に組み込まれ得る（たとえば、その装置内に実装されるか、またはその装置によって実
行され得る）。いくつかの態様では、本明細書の教示に従って実装されるワイヤレスノー
ドはアクセスポイントまたはアクセス端末を備え得る。
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【００２０】
　[0026]アクセスポイント（「ＡＰ」）は、ノードＢ、無線ネットワークコントローラ（
「ＲＮＣ」）、発展型ノードＢ（ｅＮＢ）、基地局コントローラ（「ＢＳＣ」）、ベース
トランシーバ局（「ＢＴＳ」）、基地局（「ＢＳ」）、トランシーバ機能（「ＴＦ」）、
無線ルータ、無線トランシーバ、基本サービスセット（「ＢＳＳ」）、拡張サービスセッ
ト（「ＥＳＳ」）、無線基地局（「ＲＢＳ」）、または何らかの他の用語を備えるか、そ
れらとして実装されるか、あるいはそれらとして知られ得る。
【００２１】
　[0027]アクセス端末（「ＡＴ」）は、加入者局、加入者ユニット、移動局（ＭＳ）、リ
モート局、リモート端末、ユーザ端末（ＵＴ）、ユーザエージェント、ユーザデバイス、
ユーザ機器（ＵＥ）、ユーザ局、または何らかの他の用語を備えるか、それらとして実装
されるか、あるいはそれらとして知られ得る。いくつかの実装形態では、アクセス端末は
、セルラー電話、コードレス電話、セッション開始プロトコル（「ＳＩＰ」）電話、ワイ
ヤレスローカルループ（「ＷＬＬ」）局、携帯情報端末（「ＰＤＡ」）、ワイヤレス接続
機能を有するハンドヘルドデバイス、局（「ＳＴＡ」）、またはワイヤレスモデムに接続
された何らかの他の好適な処理デバイスを備え得る。したがって、本明細書で教示する１
つまたは複数の態様は、電話（たとえば、セルラーフォンまたはスマートフォン）、コン
ピュータ（たとえば、ラップトップ）、タブレット、ポータブル通信デバイス、ポータブ
ルコンピューティングデバイス（たとえば、個人情報端末）、エンターテインメントデバ
イス（たとえば、音楽もしくはビデオデバイス、または衛星ラジオ）、全地球測位システ
ム（ＧＰＳ）デバイス、あるいはワイヤレスまたはワイヤード媒体を介して通信するよう
に構成された他の好適なデバイスに組み込まれ得る。いくつかの態様では、ノードはワイ
ヤレスノードである。そのようなワイヤレスノードは、たとえば、ワイヤードまたはワイ
ヤレス通信リンクを介した、ネットワーク（たとえば、インターネットまたはセルラーネ
ットワークなど、ワイドエリアネットワーク）のための、またはネットワークへの接続性
を与え得る。
【００２２】
　[0028]図１に、アクセスポイントとユーザ端末とをもつ多元接続多入力多出力（ＭＩＭ
Ｏ）システム１００を示す。簡単のために、ただ１つのアクセスポイント１１０が図１に
示されている。アクセスポイントは、概して、ユーザ端末と通信する固定局であり、基地
局または何らかの他の用語で呼ばれることもある。ユーザ端末は、固定また移動であり得
、移動局、ワイヤレスデバイス、または何らかの他の用語で呼ばれることもある。アクセ
スポイント１１０は、ダウンリンクおよびアップリンク上で所与の瞬間において１つまた
は複数のユーザ端末１２０と通信し得る。ダウンリンク（すなわち、順方向リンク）はア
クセスポイントからユーザ端末への通信リンクであり、アップリンク（すなわち、逆方向
リンク）はユーザ端末からアクセスポイントへの通信リンクである。ユーザ端末はまた、
別のユーザ端末とピアツーピア（デバイスツーデバイス）に通信し得る。システムコント
ローラ１３０が、アクセスポイントに結合し、アクセスポイントの調整および制御を行う
。
【００２３】
　[0029]以下の開示の部分では、空間分割多元接続（ＳＤＭＡ）によって通信することが
可能なユーザ端末１２０について説明するが、いくつかの態様では、ユーザ端末１２０は
、ＳＤＭＡをサポートしないいくつかのユーザ端末をも含み得る。したがって、そのよう
な態様では、ＡＰ１１０は、ＳＤＭＡユーザ端末と非ＳＤＭＡユーザ端末の両方と通信す
るように構成され得る。この手法は、より新しいＳＤＭＡユーザ端末が適宜に導入される
ことを可能にしながら、より古いバージョンのユーザ端末（「レガシー」局）が企業に配
備されたままであることを都合よく可能にして、それらの有効寿命を延長し得る。
【００２４】
　[0030]いくつかの構成では、ユーザ端末は、アクセスポイントとユーザ端末との間また
は２つのユーザ端末間の中継ポイントとして働き得る。たとえば、図１を参照すると、ユ
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ーザ端末１２０ｆは、ＡＰ１１０とユーザ端末１２０ｇとの間のリレーとして働き得る。
別の例では、ユーザ端末１２０ｇは、ユーザ端末１２０ｆとユーザ端末１２０ｈとの間の
リレーとして働き得る。当業者なら、特定の適用例および全体的なシステムに課される全
体的な設計制約に応じて、ワイヤレスノードに対して適切なプロトコルを容易に実装する
ことができよう。
【００２５】
　[0031]システム１００は、ダウンリンクおよびアップリンク上でのデータ伝送のために
複数の送信アンテナおよび複数の受信アンテナを採用する。アクセスポイント１１０は、
Ｎap個のアンテナを装備し、ダウンリンク送信では多入力（ＭＩ）を表し、アップリンク
送信では多出力（ＭＯ）を表す。Ｋ個の選択されたユーザ端末１２０のセットは、ダウン
リンク送信では多出力をまとめて表し、アップリンク送信では多入力をまとめて表す。純
粋なＳＤＭＡの場合、Ｋ個のユーザ端末のためのデータシンボルストリームが何らかの手
段によってコード、周波数または時間において多重化されない場合、Ｎap≧Ｋ≧１が成り
立つことが望まれる。データシンボルストリームがＴＤＭＡ技法、ＣＤＭＡを用いた異な
るコードチャネル、ＯＦＤＭを用いたサブバンドの独立セットなどを使用して多重化され
得る場合、ＫはＮapよりも大きくなり得る。各選択されたユーザ端末は、ユーザ固有デー
タをアクセスポイントに送信し、および／またはアクセスポイントからユーザ固有データ
を受信する。概して、各選択されたユーザ端末は１つまたは複数のアンテナを装備し得る
（すなわち、Ｎut≧１）。Ｋ個の選択されたユーザ端末は同じまたは異なる数のアンテナ
を有することができる。
【００２６】
　[0032]ＳＤＭＡシステムは時分割複信（ＴＤＤ）システムまたは周波数分割複信（ＦＤ
Ｄ）システムであり得る。ＴＤＤシステムの場合、ダウンリンクとアップリンクは同じ周
波数帯域を共有する。ＦＤＤシステムの場合、ダウンリンクとアップリンクは異なる周波
数帯域を使用する。ＭＩＭＯシステム１００はまた、伝送のために単一のキャリアまたは
複数のキャリアを利用し得る。各ユーザ端末は、（たとえば、コストを抑えるために）単
一のアンテナを装備するか、または（たとえば、追加コストがサポートされ得る場合）複
数のアンテナを装備し得る。送信／受信を異なるタイムスロットに分割し、各タイムスロ
ットを異なるユーザ端末１２０に割り当てることによってユーザ端末１２０が同じ周波数
チャネルを共有する場合、システム１００はＴＤＭＡシステムでもあり得る。
【００２７】
　[0033]図２に、ＭＩＭＯシステム１００におけるアクセスポイント１１０と２つのユー
ザ端末１２０ｍおよび１２０ｘとのブロック図を示す。アクセスポイント１１０はＮt個
のアンテナ２２４ａ～２２４ｔを装備する。ユーザ端末１２０ｍはＮut,m個のアンテナ２
５２ｍａ～２５２ｍｕを装備し、ユーザ端末１２０ｘはＮut,x個のアンテナ２５２ｘａ～
２５２ｘｕを装備する。アクセスポイント１１０は、ダウンリンクでは送信エンティティ
であり、アップリンクでは受信エンティティである。各ユーザ端末１２０は、アップリン
クでは送信エンティティであり、ダウンリンクでは受信エンティティである。本明細書で
使用する「送信エンティティ」は、ワイヤレスチャネルを介してデータを送信することが
可能な独立動作型の装置またはデバイスであり、「受信エンティティ」は、ワイヤレスチ
ャネルを介してデータを受信することが可能な独立動作型の装置またはデバイスである。
以下の説明では、下付き文字「ｄｎ」はダウンリンクを示し、下付き文字「ｕｐ」はアッ
プリンクを示し、Ｎup個のユーザ端末がアップリンク上での同時送信のために選択され、
Ｎdn個のユーザ端末がダウンリンク上の同時送信のために選択され、Ｎupは、Ｎdnに等し
いことも等しくないこともあり、ＮupおよびＮdnは、静的な値であり得るか、またはスケ
ジュール間隔ごとに変化することがある。ビームステアリングまたは何らかの他の空間処
理技法がアクセスポイントおよびユーザ端末において使用され得る。
【００２８】
　[0034]アップリンク上で、アップリンク送信のために選択された各ユーザ端末１２０に
おいて、送信（ＴＸ）データプロセッサ２８８は、データソース２８６からトラフィック
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データを受信し、コントローラ２８０から制御データを受信する。ＴＸデータプロセッサ
２８８は、ユーザ端末のために選択されたレートに関連するコーディングおよび変調方式
に基づいてユーザ端末のためにトラフィックデータを処理（たとえば、符号化、インター
リーブ、および変調）し、データシンボルストリームを与える。ＴＸ空間プロセッサ２９
０は、データシンボルストリームに対して空間処理を実行し、Ｎut,m個の送信シンボルス
トリームをＮut,m個のアンテナに与える。各送信機ユニット（ＴＭＴＲ）２５４は、アッ
プリンク信号を生成するために、それぞれの送信シンボルストリームを受信し、処理（た
とえば、アナログ変換、増幅、フィルタ処理、および周波数アップコンバート）する。Ｎ

ut,m個の送信機ユニット２５４は、Ｎut,m個のアンテナ２５２からアクセスポイントへの
送信のためのＮut,m個のアップリンク信号を与える。
【００２９】
　[0035]Ｎup個のユーザ端末がアップリンク上の同時送信のためにスケジュールされ得る
。これらのユーザ端末の各々は、それのデータシンボルストリームに対して空間処理を実
行し、アップリンク上で送信シンボルストリームのそれのセットをアクセスポイントに送
信する。
【００３０】
　[0036]アクセスポイント１１０において、Ｎap個のアンテナ２２４ａ～２２４ａｐは、
アップリンク上で送信するすべてのＮup個のユーザ端末からアップリンク信号を受信する
。各アンテナ２２４は、受信信号をそれぞれの受信機ユニット（ＲＣＶＲ）２２２に与え
る。各受信機ユニット２２２は、送信機ユニット２５４によって実行された処理を補足す
る処理を実行し、受信シンボルストリームを与える。ＲＸ空間プロセッサ２４０は、Ｎap

個の受信機ユニット２２２からのＮap個の受信シンボルストリームに対して受信機空間処
理を実行し、Ｎｕｐ個の復元アップリンクデータシンボルストリームを与える。受信機空
間処理は、チャネル相関行列反転（ＣＣＭＩ）、最小平均２乗誤差（ＭＭＳＥ）、ソフト
干渉消去（ＳＩＣ）、または何らかの他の技法に従って実行される。各復元アップリンク
データシンボルストリームは、それぞれのユーザ端末によって送信されたデータシンボル
ストリームの推定値である。ＲＸデータプロセッサ２４２は、復号データを得るために、
そのストリームのために使用されたレートに応じて各復元アップリンクデータシンボルス
トリームを処理（たとえば、復調、デインターリーブ、および復号）する。各ユーザ端末
の復号データは、記憶のためにデータシンク２４４に与えられ、および／またはさらなる
処理のためにコントローラ２３０に与えられ得る。
【００３１】
　[0037]ダウンリンク上で、アクセスポイント１１０において、ＴＸデータプロセッサ２
１０が、ダウンリンク送信のためにスケジュールされたＮdn個のユーザ端末のためのトラ
フィックデータをデータソース２０８から受信し、コントローラ２３０から制御データを
受信し、場合によってはスケジューラ２３４から他のデータを受信する。様々なタイプの
データが異なるトランスポートチャネル上で送信され得る。ＴＸデータプロセッサ２１０
は、各ユーザ端末のために選択されたレートに基づいてそのユーザ端末のトラフィックデ
ータを処理（たとえば、符号化、インターリーブ、および変調）する。ＴＸデータプロセ
ッサ２１０はＮdn個のダウンリンクデータシンボルストリームをＮdn個のユーザ端末に与
える。ＴＸ空間プロセッサ２２０は、Ｎdn個のダウンリンクデータシンボルストリームに
対して（本開示で説明するプリコーディングまたはビームフォーミングなどの）空間処理
を実行し、Ｎap個の送信シンボルストリームをＮap個のアンテナに与える。各送信機ユニ
ット２２２は、ダウンリンク信号を生成するために、それぞれの送信シンボルストリーム
を受信し、処理する。Ｎap個のアンテナ２２４からユーザ端末への送信のためのＮap個の
ダウンリンク信号を与えるＮap個の送信機ユニット２２２。
【００３２】
　[0038]各ユーザ端末１２０において、Ｎut,m個のアンテナ２５２はアクセスポイント１
１０からＮap個のダウンリンク信号を受信する。各受信機ユニット２５４は、関連するア
ンテナ２５２からの受信信号を処理し、受信シンボルストリームを与える。ＲＸ空間プロ
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セッサ２６０は、Ｎut,m個の受信機ユニット２５４からのＮut,m個の受信シンボルストリ
ームに対して受信機空間処理を実行し、復元ダウンリンクデータシンボルストリームをユ
ーザ端末に与える。受信機空間処理は、ＣＣＭＩ、ＭＭＳＥまたは何らかの他の技法に従
って実行される。ＲＸデータプロセッサ２７０は、ユーザ端末のための復号データを取得
するために、復元ダウンリンクデータシンボルストリームを処理（たとえば、復調、デイ
ンターリーブおよび復号）する。
【００３３】
　[0039]各ユーザ端末１２０において、チャネル推定器２７８は、ダウンリンクチャネル
応答を推定し、チャネル利得推定値、ＳＮＲ推定値、雑音分散などを含み得る、ダウンリ
ンクチャネル推定値を与える。同様に、チャネル推定器２２８は、アップリンクチャネル
応答を推定し、アップリンクチャネル推定値を与える。各ユーザ端末のコントローラ２８
０は、一般に、そのユーザ端末のダウンリンクチャネル応答行列Ｈdn,mに基づいてユーザ
端末の空間フィルタ行列を導出する。コントローラ２３０は、有効アップリンクチャネル
応答行列Ｈup,effに基づいてアクセスポイントの空間フィルタ行列を導出する。各ユーザ
端末のコントローラ２８０は、フィードバック情報（たとえば、ダウンリンクおよび／ま
たはアップリンク固有ベクトル、固有値、ＳＮＲ推定値など）をアクセスポイントに送り
得る。コントローラ２３０およびコントローラ２８０はまた、それぞれ、アクセスポイン
ト１１０およびユーザ端末１２０における様々な処理ユニットの動作を制御する。
【００３４】
　[0040]図３に、ＭＩＭＯシステム１００内で採用され得るワイヤレスデバイス３０２に
おいて利用され得る様々な構成要素を示す。ワイヤレスデバイス３０２は、本明細書で説
明する様々な方法を実装するように構成され得るデバイスの一例である。ワイヤレスデバ
イス３０２はアクセスポイント１１０またはユーザ端末１２０であり得る。
【００３５】
　[0041]ワイヤレスデバイス３０２は、ワイヤレスデバイス３０２の動作を制御するプロ
セッサ３０４を含み得る。プロセッサ３０４は中央処理ユニット（ＣＰＵ）と呼ばれるこ
ともある。ワイヤレスデバイス３０２は、データまたは情報を生成するための生成器３０
５をも含み得る。生成器３０５によって生成されたデータまたは情報は、メモリ３０６に
記憶され得る。読取り専用メモリ（ＲＯＭ）とランダムアクセスメモリ（ＲＡＭ）の両方
を含み得るメモリ３０６は、命令とデータとをプロセッサ３０４に与える。メモリ３０６
の一部は不揮発性ランダムアクセスメモリ（ＮＶＲＡＭ）をも含み得る。プロセッサ３０
４は、一般に、メモリ３０６内に記憶されたプログラム命令に基づいて論理演算および算
術演算を実行する。メモリ３０６中の命令は、本明細書で説明する方法を実装するために
実行可能であり得る。
【００３６】
　[0042]ワイヤレスデバイス３０２はまた、ワイヤレスデバイス３０２と遠隔ロケーショ
ンとの間のデータの送信および受信を可能にするために送信機３１０と受信機３１２とを
含み得るハウジング３０８を含み得る。送信機３１０と受信機３１２とは組み合わされて
トランシーバ３１４になり得る。単一または複数の送信アンテナ３１６が、ハウジング３
０８に取り付けられ、トランシーバ３１４に電気的に結合され得る。ワイヤレスデバイス
３０２はまた、複数の送信機と、複数の受信機と、複数のトランシーバとを含み得る（図
示せず）。
【００３７】
　[0043]ワイヤレスデバイス３０２はまた、トランシーバ３１４によって受信された信号
のレベルを検出し、定量化するために使用され得る信号検出器３１８を含み得る。信号検
出器３１８は、総エネルギー、シンボルごとのサブキャリア当たりのエネルギー、電力ス
ペクトル密度および他の信号などの信号を検出し得る。ワイヤレスデバイス３０２はまた
、信号を処理する際に使用するためのデジタル信号プロセッサ（ＤＳＰ）３２０を含み得
る。
【００３８】
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　[0044]ワイヤレスデバイス３０２の様々な構成要素は、データバスに加えて、電力バス
と、制御信号バスと、ステータス信号バスとを含み得る、バスシステム３２２によって互
いに結合され得る。
【００３９】
　[0045]上述のように、ユーザ端末（局）は、アクセスポイントとユーザ端末との間また
は２つのユーザ端末間の中継ポイントとして働き得る。一態様では、ユーザ端末はマルチ
ホップリレー構造に参加し得、ここにおいて、いくつかのユーザ端末は、アクセスポイン
トとユーザ端末との間または２つのユーザ端末間の中継ポイントとして働き得る。たとえ
ば、図１を参照すると、ＡＰ１１０、ユーザ端末１２０ｆ、ユーザ端末１２０ｇ、および
ユーザ端末１２０ｈはマルチホップリレーの中にあり得、ここにおいて、ユーザ端末１２
０ｆおよびユーザ端末１２０ｇはＡＰ１１０とユーザ端末１２０ｈとの間の中継ポイント
として働く。マルチホップリレーの例では、ＡＰ１１０がユーザ端末１２０ｈに情報を通
信するために、ＡＰ１１０は最初に、情報をユーザ端末１２０ｆにパス（pass）し得（た
とえば、第１のホップ）、ユーザ端末１２０ｆは次いで、受信した情報に基づいてデータ
を生成し、データをユーザ端末１２０ｇにパスし得る（たとえば、第２のホップ）。ユー
ザ端末１２０ｇは同様に、受信した第１のデータに基づいて第２のデータを生成し、第２
のデータをユーザ端末１２０ｈにパスし得る（たとえば、第３のホップ）。したがって、
ユーザ端末１２０ｈは、ＡＰ１１０から３ホップ離れていると見なされ得る。ユーザ端末
１２０ｈは、上記で説明した動作とは逆方向の３ホップリレーを通して情報をパスするこ
とによって、ＡＰ１１０に情報を通信し得る。
【００４０】
　[0046]マルチホップリレーでは、ルートアクセスポイント（ルートＡＰ）（たとえば、
ＡＰ１１０）が、たとえば、バッファサイズ、メモリ、またはエアタイム制限（airtime 
limitations）に関係する容量問題のために、ルートＡＰに関連する局またはリレーの数
を制限する必要があり得る。概して、ルートＡＰは、関連がリレーによってローカルに実
行されるので、リレー構造を介して最終的にルートＡＰに関連する局またはリレー数の制
御を有しないことがある。たとえば、図１を参照すると、ユーザ端末１２０ｇは、ＡＰ１
１０からの許可または制限なしにユーザ端末１２０ｈに関連し得る。ＡＰ１１０は、ユー
ザ端末１２０ｇが、関連を示す情報をリレーツリーの上にパスするとき（たとえば、情報
は、ユーザ端末１２０ｇから、ユーザ端末１２０ｆに、次いでＡＰ１１０にパスされる）
、関連を知るにすぎない。
【００４１】
　[0047]本開示の一態様では、ルートＡＰは、局またはリレーに関連するルートＡＰの能
力を示す情報をリレーに送り得る。たとえば、情報は、ルートＡＰに関連する局またはリ
レーをサポートするための最大容量にルートＡＰが達し、したがって、リレーにおける新
しい関連が許容されないことを示し得る。別の例では、情報は、関連をサポートするため
の残りの容量を示し得る。さらなる一例では、情報は、リレーにおいて関連付けられるこ
とを許容される局またはリレーの数を示し得る。
【００４２】
　[0048]リレーは、ルートＡＰからの情報に基づいてリレーにおける関連の数を制限し得
る。リレーは、局またはリレーとの現在の関連をドロップすること、新しい関連の最大数
のみを許容すること、および／または新しい関連を許容にしないことによって、関連の数
を制限し得る。
【００４３】
　[0049]ルートＡＰは、ビーコンフレーム中で情報を広告することによってリレーに情報
を送り得る。情報は、ビーコンフレームの情報要素またはリレー要素中に含まれ得る。リ
レーは、情報をリレーのビーコンフレームにコピーし、他のリレーに情報を広告し得る。
【００４４】
　[0050]一態様では、情報は、ルートＡＰに新たに関連することができるリレーの数を示
し得る。別の態様では、情報は、ルートＡＰに新たに関連することができる局とリレーの
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数を示し得る。さらなる態様では、情報は、ルートＡＰが新しい関連のために局およびリ
レーを受け付けるかどうかを示す値に設定された１ビットであり得る。
【００４５】
　[0051]一態様では、情報は、ルートＡＰとリレーとの間のホップの数に従って、リレー
において許容される関連の数を制限し得る。たとえば、リレーがルートＡＰから３ホップ
離れている場合、リレーは、最大３つの局またはリレーに関連することに制限され得る。
情報は、ビーコンフレームのいくつかのフィールド中に含まれ得、ここにおいて、各フィ
ールドは、ルートＡＰから離れたホップの数ごとに許容される関連の数に対する制限を定
義し得る。例では、リレーにおいて許容される関連の最大数の値は、リレーがルートＡＰ
から離れているホップの数に等しい。しかしながら、ルートＡＰは、リレーがルートＡＰ
から離れているホップの数に対応するリレーにおける許容される関連の最大数の値を任意
に設定し得る。
【００４６】
　[0052]以下の表１に、ルートＡＰとリレーとの間のホップの数に従ってリレーにおいて
許容にされる関連の数を制限する情報の一例を示す。表は、最大３ホップについての情報
のみを与えるが、許容される関連の対応する数ととともにホップの数が、ルートＡＰから
リレーに送られる情報中に含まれ得る。
【００４７】
【表１】

【００４８】
　[0053]一態様では、リレーは、リレーにおいて許容される関連の数を制限する情報に基
づいてデータを生成し得る。リレーは、１つまたは複数の他のリレーまたはリレーに現在
関連付けられたアクセスポイントにデータを送信（たとえば、ブロードキャスト）し得る
。データは、１つまたは複数のリレーまたはアクセスポイントにおける望ましい関連の数
を示し得る。代替的に、データは、リレーあるいは１つまたは複数の他のリレーまたはア
クセスポイントに新たに関連することができる局、リレー、またはリレーと局の数を示し
得る。例示的な動作では、データが、リレーあるいは１つまたは複数の他のリレーまたは
アクセスポイントに新たに関連することを許容される局の数が０であることを示す場合、
（たとえば、ブロードキャストを聴取することを介して）データを受信する局は、リレー
あるいは１つまたは複数の他のリレーまたはアクセスポイントとの関連を回避することを
決定し得る。
【００４９】
　[0054]図４は、本開示の態様による、第１の装置によるワイヤレス通信のための例示的
動作４００のブロック図である。第１の装置は第２の装置に関連付けられ得る。
【００５０】
　[0055]４０２において、第１の装置は、他の装置に関連する第２の装置の能力に関係す
る情報を第２の装置から受信する。４０４において、第１の装置は、情報に基づいて第１
の装置における関連を制限する。第１の装置は、少なくとも１つの現在の関連をドロップ
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すること、新しい関連の最大数を許容すること、および／または、新しい関連を許容しな
いことによって、関連を制限し得る。
【００５１】
　[0056]一態様では、情報は、第２の装置に新たに関連することができる局、リレー、ま
たは局とリレーの数を示し得る。したがって、第１の装置は、第２の装置に新たに関連す
ることができる局、リレー、または局とリレーの数に基づいて関連の数を制限し得る。
【００５２】
　[0057]さらなる態様では、情報は、第１の装置における望ましい関連の数を示し得る。
望ましい関連の数は、第１の装置と第２の装置との間のホップの数に基づき得る。したが
って、第１の装置は、望ましい関連の数に基づいて関連の数を制限し得る。
【００５３】
　[0058]別の態様では、情報は、第２の装置が新しい関連を受け付けるかどうかを示す値
に設定された１ビットであり得る。したがって、第１の装置は、第２の装置が新しい関連
を受け付けないことを示す値に１ビットが設定されたとき、第１の装置における関連を関
連の現在の数に制限し得る。
【００５４】
　[0059]４０６において、第１の装置は情報に基づいてデータを生成する。４０８におい
て、第１の装置は、第１の装置から、第１の装置に現在関連付けられた少なくとも１つの
リレーまたはアクセスポイントにデータを送信する。第１の装置は、ブロードキャストを
介してデータを送信し得る。
【００５５】
　[0060]一態様では、データは、少なくとも１つのリレーまたはアクセスポイントにおけ
る望ましい関連の数を示し得る。望ましい関連の数は、１）第２の装置と少なくとも１つ
のリレーまたはアクセスポイントとの間のホップの数、２）少なくとも１つのリレーまた
はアクセスポイントに新たに関連することができる局の数、３）少なくとも１つのリレー
またはアクセスポイントに新たに関連することができるリレーの数、および／または４）
少なくとも１つのリレーまたはアクセスポイントに新たに関連することができる局とリレ
ーの数に従って制限され得る。別の態様では、データは、第１の装置あるいは少なくとも
１つのリレーまたはアクセスポイントに新たに関連することができる局、リレー、または
局とリレーの数を示し得る。
【００５６】
　[0061]一態様では、データはビーコンフレームを介して送信され得る。詳細には、デー
タは、ビーコンフレームの情報要素を介して送信され得る。代替的に、データは、ビーコ
ンフレームのリレー要素を介して送信され得る。
【００５７】
　[0062]図５は、本開示の態様による、第１の装置によるワイヤレス通信のための例示的
動作５００のブロック図である。
【００５８】
　[0063]５０２において、第１の装置は第２の装置に関連する。５０４において、第１の
装置は情報を生成する。第１の装置は、バッファサイズ、メモリ、またはエアタイム容量
のうちの少なくとも１つが第１の装置における新しい関連をもはやサポートすることがで
きないと第１の装置が決定したことに基づいて情報を生成し得る。代替的に、第１の装置
は、第１の装置が、第１の装置における望ましい関連の数を示す他の情報をアクセスポイ
ントから受信することに基づいて情報を生成し得る。５０６において、第１の装置は、第
２の装置における望ましい関連の数を示す情報を第２の装置に送信する。
【００５９】
　[0064]一態様では、第１の装置はビーコンフレームを介して情報を送信し得る。特に、
情報は、ビーコンフレームの情報要素を介して送信され得る。代替的に、情報は、ビーコ
ンフレームのリレー要素を介して送信され得る。
【００６０】
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　[0065]さらなる態様では、情報は、第１の装置に新たに関連することができる局、リレ
ー、または局とリレーの数を示し得る。情報は、第１の装置が新しい関連を受け付けるか
どうかを示す値に設定された１ビットであり得る。さらに、情報は、第２の装置における
望ましい関連の数が第１の装置と第２の装置との間のホップの数に基づくことを示し得る
。
【００６１】
　[0066]上記で説明した方法の様々な動作は、対応する機能を実行することが可能な任意
の好適な手段によって実行され得る。それらの手段は、限定はしないが、回路、特定用途
向け集積回路（ＡＳＩＣ）、またはプロセッサを含む、様々な（１つまたは複数の）ハー
ドウェアおよび／またはソフトウェア構成要素および／またはモジュールを含み得る。概
して、図に示された動作がある場合、それらの動作は、同様の番号をもつ対応するカウン
ターパートのミーンズプラスファンクション構成要素を有し得る。たとえば、図４および
図５に示された動作４００および動作５００は、それぞれ、図４Ａおよび図５Ａに示され
た手段４００Ａおよび手段５００Ａに対応する。
【００６２】
　[0067]たとえば、送信するための手段（たとえば、手段４０８Ａおよび５０６Ａ）は、
図２に示されたアクセスポイント１１０の送信機（たとえば、送信機ユニット２２２）お
よび／または（１つまたは複数の）アンテナ２２４、あるいは図３に示された送信機３１
０および／または（１つまたは複数の）アンテナ３１６を備え得る。受信するための手段
（たとえば、手段４０２Ａ）は、図２に示されたアクセスポイント１１０の受信機（たと
えば、受信機ユニット２２２）および／または（１つまたは複数の）アンテナ２２４、あ
るいは図３に示された受信機３１２および／または（１つまたは複数の）アンテナ３１６
を備え得る。
【００６３】
　[0068]制限するための手段（たとえば、手段４０４Ａ）、生成するための手段（たとえ
ば、手段４０６Ａおよび５０４Ａ）、および／または関連するための手段（たとえば、手
段５０２Ａ）は、図２に示されたアクセスポイント１１０のＲＸデータプロセッサ２４２
、ＴＸデータプロセッサ２１０、および／またはコントローラ２３０、あるいは図３に描
かれたプロセッサ３０４および／またはＤＳＰ３２０など、１つまたは複数のプロセッサ
を含み得る、処理システムを備え得る。
【００６４】
　[0069]いくつかの態様によれば、そのような手段は、（たとえば、ハードウェアでまた
はソフトウェア命令を実行することによって）様々なアルゴリズムを実装することによっ
て、対応する機能を実行するように構成された処理システムによって実装され得る。たと
えば、入力として、他の装置に関連する第２の装置の能力に関係する情報を第２の装置か
ら第１の装置において受信するためのアルゴリズム。この入力に基づいて、アルゴリズム
は、情報に基づいて第１の装置における関連を制限し得る。同様に、第２の装置に関連す
ること、情報を生成すること、および第２の装置における望ましい関連の数を示す情報を
第２の装置に送信するためのアルゴリズム。
【００６５】
　[0070]本明細書で使用する「決定すること」という用語は、多種多様なアクションを包
含する。たとえば、「決定すること」は、計算すること、算出すること、処理すること、
導出すること、調査すること、探索すること（たとえば、テーブル、データベース、また
は別のデータ構造の中で探索すること）、確認することなどを含み得る。また、「決定す
ること」は、受信すること（たとえば、情報を受信すること）、アクセスすること（たと
えば、メモリ中のデータにアクセスすること）などを含み得る。また、「決定すること」
は、解決すること、選択すること、選定すること、確立することなどを含み得る。
【００６６】
　[0071]本明細書で使用する、項目のリスト「のうちの少なくとも１つ」を指す句は、単
一のメンバーを含む、それらの項目の任意の組合せを指す。一例として、「ａ、ｂ、また
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はｃのうちの少なくとも１つ」は、ａ、ｂ、ｃ、ａ－ｂ、ａ－ｃ、ｂ－ｃ、およびａ－ｂ
－ｃを包含するものとする。
【００６７】
　[0072]本開示に関連して説明した様々な例示的な論理ブロック、モジュール、および回
路は、汎用プロセッサ、デジタル信号プロセッサ（ＤＳＰ）、特定用途向け集積回路（Ａ
ＳＩＣ）、フィールドプログラマブルゲートアレイ（ＦＰＧＡ）または他のプログラマブ
ル論理デバイス（ＰＬＤ）、個別ゲートまたはトランジスタ論理、個別ハードウェア構成
要素、あるいは本明細書で説明した機能を実行するように設計されたそれらの任意の組合
せを用いて実装または実行され得る。汎用プロセッサはマイクロプロセッサであり得るが
、代替として、プロセッサは、任意の市販のプロセッサ、コントローラ、マイクロコント
ローラ、または状態機械であり得る。プロセッサはまた、コンピューティングデバイスの
組合せ、たとえば、ＤＳＰとマイクロプロセッサとの組合せ、複数のマイクロプロセッサ
、ＤＳＰコアと連携する１つまたは複数のマイクロプロセッサ、あるいは任意の他のその
ような構成として実装され得る。
【００６８】
　[0073]本開示に関連して説明した方法またはアルゴリズムのステップは、ハードウェア
で直接実施されるか、プロセッサによって実行されるソフトウェアモジュールで実施され
るか、またはその２つの組合せで実施され得る。ソフトウェアモジュールは、当技術分野
で知られている任意の形態の記憶媒体中に常駐し得る。使用され得る記憶媒体のいくつか
の例としては、ランダムアクセスメモリ（ＲＡＭ）、読取り専用メモリ（ＲＯＭ）、フラ
ッシュメモリ、ＥＰＲＯＭメモリ、ＥＥＰＲＯＭ（登録商標）メモリ、レジスタ、ハード
ディスク、リムーバブルディスク、ＣＤ－ＲＯＭなどがある。ソフトウェアモジュールは
、単一の命令、または多数の命令を備え得、いくつかの異なるコードセグメント上で、異
なるプログラム間で、および複数の記憶媒体にわたって分散され得る。記憶媒体は、プロ
セッサがその記憶媒体から情報を読み取ることができ、その記憶媒体に情報を書き込むこ
とができるように、プロセッサに結合され得る。代替として、記憶媒体はプロセッサと一
体であり得る。
【００６９】
　[0074]本明細書で開示した方法は、説明した方法を達成するための１つまたは複数のス
テップまたはアクションを備える。本方法のステップおよび／またはアクションは、特許
請求の範囲から逸脱することなく互いに交換され得る。言い換えれば、ステップまたはア
クションの特定の順序が指定されない限り、特定のステップおよび／またはアクションの
順序および／または使用は、特許請求の範囲から逸脱することなく変更され得る。
【００７０】
　[0075]説明した機能は、ハードウェア、ソフトウェア、ファームウェア、またはそれら
の任意の組合せで実装され得る。ハードウェアで実装した場合、例示的なハードウェア構
成はワイヤレスノード中に処理システムを備え得る。処理システムは、バスアーキテクチ
ャを用いて実装され得る。バスは、処理システムの特定の適用例および全体的な設計制約
に応じて、任意の数の相互接続バスおよびブリッジを含み得る。バスは、プロセッサと、
機械可読媒体と、バスインターフェースとを含む様々な回路を互いにリンクし得る。バス
インターフェースは、ネットワークアダプタを、特に、バスを介して処理システムに接続
するために使用され得る。ネットワークアダプタは、ＰＨＹ層の信号処理機能を実装する
ために使用され得る。ユーザ端末１２０（図１参照）の場合、ユーザインターフェース（
たとえば、キーパッド、ディスプレイ、マウス、ジョイスティックなど）もバスに接続さ
れ得る。バスはまた、タイミングソース、周辺機器、電圧調整器、電力管理回路などの様
々な他の回路をリンクし得るが、それらは当技術分野でよく知られており、したがってこ
れ以上説明しない。
【００７１】
　[0076]プロセッサは、機械可読媒体に記憶されたソフトウェアの実行を含む、バスおよ
び一般的な処理を管理することを担当し得る。プロセッサは、１つまたは複数の汎用およ
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び／または専用プロセッサを用いて実装され得る。例としては、マイクロプロセッサ、マ
イクロコントローラ、ＤＳＰプロセッサ、およびソフトウェアを実行することができる他
の回路がある。ソフトウェアは、ソフトウェア、ファームウェア、ミドルウェア、マイク
ロコード、ハードウェア記述言語などの名称にかかわらず、命令、データ、またはそれら
の任意の組合せを意味すると広く解釈されたい。機械可読媒体は、例として、ＲＡＭ（ラ
ンダムアクセスメモリ）、フラッシュメモリ、ＲＯＭ（読取り専用メモリ）、ＰＲＯＭ（
プログラマブル読取り専用メモリ）、ＥＰＲＯＭ（消去可能プログラマブル読取り専用メ
モリ）、ＥＥＰＲＯＭ（電気消去可能プログラマブル読取り専用メモリ）、レジスタ、磁
気ディスク、光ディスク、ハードドライブ、または他の好適な記憶媒体、あるいはそれら
の任意の組合せを含み得る。機械可読媒体はコンピュータプログラム製品において実施さ
れ得る。コンピュータプログラム製品はパッケージング材料を備え得る。
【００７２】
　[0077]ハードウェア実装形態では、機械可読媒体は、プロセッサとは別個の処理システ
ムの一部であり得る。しかしながら、当業者なら容易に理解するように、機械可読媒体ま
たはその任意の部分は処理システムの外部にあり得る。例として、機械可読媒体は、すべ
てバスインターフェースを介してプロセッサによってアクセスされ得る、伝送線路、デー
タによって変調された搬送波、および／またはワイヤレスノードとは別個のコンピュータ
製品を含み得る。代替的に、または追加として、機械可読媒体またはその任意の部分は、
キャッシュおよび／または汎用レジスタファイルがそうであり得るように、プロセッサに
統合され得る。
【００７３】
　[0078]処理システムは、すべて外部バスアーキテクチャを介して他のサポート回路と互
いにリンクされる、プロセッサ機能を提供する１つまたは複数のマイクロプロセッサと、
機械可読媒体の少なくとも一部を提供する外部メモリとをもつ汎用処理システムとして構
成され得る。代替的に、処理システムは、プロセッサをもつＡＳＩＣ（特定用途向け集積
回路）と、バスインターフェースと、アクセス端末）の場合はユーザインターフェースと
、サポート回路と、単一のチップに統合された機械可読媒体の少なくとも一部分とを用い
て、あるいは１つまたは複数のＦＰＧＡ（フィールドプログラマブルゲートアレイ）、Ｐ
ＬＤ（プログラマブル論理デバイス）、コントローラ、状態機械、ゲート論理、個別ハー
ドウェア構成要素、もしくは他の好適な回路、または本開示全体にわたって説明した様々
な機能を実行することができる回路の任意の組合せを用いて、実装され得る。当業者なら
、特定の適用例と、全体的なシステムに課される全体的な設計制約とに応じて、どのよう
にしたら処理システムについて説明した機能を最も良く実装し得るかを理解されよう。
【００７４】
　[0079]機械可読媒体はいくつかのソフトウェアモジュールを備え得る。ソフトウェアモ
ジュールは、プロセッサによって実行されたときに、処理システムに様々な機能を実行さ
せる命令を含む。ソフトウェアモジュールは、送信モジュールと受信モジュールとを含み
得る。各ソフトウェアモジュールは、単一の記憶デバイス中に常駐するか、または複数の
記憶デバイスにわたって分散され得る。例として、トリガイベントが発生したとき、ソフ
トウェアモジュールがハードドライブからＲＡＭにロードされ得る。ソフトウェアモジュ
ールの実行中、プロセッサは、アクセス速度を高めるために、命令のいくつかをキャッシ
ュにロードし得る。次いで、１つまたは複数のキャッシュラインが、プロセッサによる実
行のために汎用レジスタファイルにロードされ得る。以下でソフトウェアモジュールの機
能に言及する場合、そのような機能は、そのソフトウェアモジュールからの命令を実行し
たときにプロセッサによって実装されることが理解されよう。
【００７５】
　[0080]ソフトウェアで実装される場合、機能は、１つまたは複数の命令またはコードと
してコンピュータ可読媒体上に記憶されるか、あるいはコンピュータ可読媒体を介して送
信され得る。コンピュータ可読媒体は、ある場所から別の場所へのコンピュータプログラ
ムの転送を可能にする任意の媒体を含む、コンピュータ記憶媒体と通信媒体の両方を含む
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。限定ではなく例として、そのようなコンピュータ可読媒体は、ＲＡＭ、ＲＯＭ、ＥＥＰ
ＲＯＭ、ＣＤ－ＲＯＭまたは他の光ディスクストレージ、磁気ディスクストレージまたは
他の磁気ストレージデバイス、あるいは命令またはデータ構造の形態の所望のプログラム
コードを搬送または記憶するために使用され得、コンピュータによってアクセスされ得る
、任意の他の媒体を備えることができる。また、いかなる接続もコンピュータ可読媒体と
適切に呼ばれる。たとえば、ソフトウェアが、同軸ケーブル、光ファイバーケーブル、ツ
イストペア、デジタル加入者回線（ＤＳＬ）、または赤外線（ＩＲ）、無線、およびマイ
クロ波などのワイヤレス技術を使用して、ウェブサイト、サーバ、または他のリモートソ
ースから送信される場合、同軸ケーブル、光ファイバーケーブル、ツイストペア、ＤＳＬ
、または赤外線、無線、およびマイクロ波などのワイヤレス技術は、媒体の定義に含まれ
る。本明細書で使用するディスク（disk）およびディスク（disc）は、コンパクトディス
ク（disc）（ＣＤ）、レーザーディスク（登録商標）（disc）、光ディスク（disc）、デ
ジタル多用途ディスク（disc）（ＤＶＤ）、フロッピー（登録商標）ディスク（disk）、
およびＢｌｕ－ｒａｙ（登録商標）ディスク（disc）を含み、ディスク（disk）は、通常
、データを磁気的に再生し、ディスク（disc）は、データをレーザーで光学的に再生する
。したがって、いくつかの態様では、コンピュータ可読媒体は非一時的コンピュータ可読
媒体（たとえば、有形媒体）を備え得る。さらに、他の態様では、コンピュータ可読媒体
は、一時的なコンピュータ可読媒体（たとえば、信号）を備え得る。上記の組合せもコン
ピュータ可読媒体の範囲内に含まれるべきである。
【００７６】
　[0081]したがって、いくつかの態様は、本明細書で提示した動作を実行するためのコン
ピュータプログラム製品を備え得る。たとえば、そのようなコンピュータプログラム製品
は、本明細書で説明した動作を実行するために１つまたは複数のプロセッサによって実行
可能である命令をその上に記憶した（および／または符号化した）コンピュータ可読媒体
を備え得る。いくつかの態様では、コンピュータプログラム製品はパッケージング材料を
含み得る。
【００７７】
　[0082]さらに、本明細書で説明した方法および技法を実行するためのモジュールおよび
／または他の適切な手段は、適用可能な場合にユーザ端末および／または基地局によって
ダウンロードされ、および／または他の方法で取得され得ることを諒解されたい。たとえ
ば、そのようなデバイスは、本明細書で説明した方法を実行するための手段の転送を可能
にするためにサーバに結合され得る。代替的に、本明細書で説明した様々な方法は、ユー
ザ端末および／または基地局が記憶手段をデバイスに結合するかまたは与えると様々な方
法を得ることができるように、記憶手段（たとえば、ＲＡＭ、ＲＯＭ、コンパクトディス
ク（ＣＤ）またはフロッピーディスクなどの物理記憶媒体など）によって提供され得る。
その上、本明細書で説明した方法および技法をデバイスに提供するための任意の他の好適
な技法が利用され得る。
【００７８】
　[0083]特許請求の範囲は、上記で示した厳密な構成および構成要素に限定されないこと
を理解されたい。上記で説明した方法および装置の構成、動作および詳細において、特許
請求の範囲から逸脱することなく、様々な改変、変更および変形が行われ得る。
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【図１】 【図２】

【図３】 【図４】
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【図４Ａ】 【図５】

【図５Ａ】
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【手続補正書】
【提出日】平成28年4月22日(2016.4.22)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　マルチホップリレー構造におけるワイヤレス通信のためのユーザ端末であって、前記ユ
ーザ端末がアクセスポイントにワイヤレスで接続され、
　他の装置にワイヤレスで接続する前記アクセスポイントの能力に関係する情報を前記ア
クセスポイントから受信するように構成された受信機と、
　前記情報に基づいて前記ユーザ端末におけるワイヤレス接続を制限するように構成され
た処理システムと
を備える、ユーザ端末。
【請求項２】
　前記情報が、前記アクセスポイントに新たにワイヤレスで接続することができる局、リ
レー、または局とリレーの数を示し、
　前記処理システムが、前記アクセスポイントに新たにワイヤレスで接続することができ
る局、リレー、または局とリレーの前記数に基づいてワイヤレス接続の数を制限すること
によって、前記ユーザ端末における前記ワイヤレス接続を制限するように構成された、
請求項１に記載のユーザ端末。
【請求項３】
　前記情報が、前記ユーザ端末と前記アクセスポイントとの間のホップの数に基づく前記
ユーザ端末における望ましいワイヤレス接続の数を示し、
　前記処理システムが、望ましいワイヤレス接続の前記数に基づいてワイヤレス接続の数
を制限することによって前記ユーザ端末における前記ワイヤレス接続を制限するように構
成された、
請求項１に記載のユーザ端末。
【請求項４】
　前記情報は、前記アクセスポイントが新しいワイヤレス接続を受け付けるかどうかを示
す値に設定された１ビットを備え、
　前記処理システムは、前記アクセスポイントが新しいワイヤレス接続を受け付けないこ
とを示す値に前記１ビットが設定されたとき、前記第１の装置における前記ワイヤレス接
続をワイヤレス接続の現在の数に制限するように構成された、
請求項１に記載のユーザ端末。
【請求項５】
　前記処理システムが、
　少なくとも１つの現在のワイヤレス接続をドロップすること、
　いくつかの新しいワイヤレス接続を許容すること、または
　前記新しいワイヤレス接続を許容しないこと
によって、前記ユーザ端末における前記ワイヤレスで接続を制限するように構成された、
請求項１に記載のユーザ端末。
【請求項６】
　前記処理システムが、前記情報に基づいてデータを生成するようにさらに構成され、
　前記ユーザ端末が、前記ユーザ端末から、前記ユーザ端末に現在接続された少なくとも
１つのリレーまたはアクセスポイントに前記データを送信するように構成された送信機を
さらに備える、
請求項１に記載のユーザ端末。
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【請求項７】
　前記送信機が、前記データをブロードキャストするように構成された、請求項６に記載
のユーザ端末。
【請求項８】
　前記データが、前記少なくとも１つのリレーまたはアクセスポイントにおける望ましい
ワイヤレス接続の数を示し、望ましいワイヤレス接続の前記数が、
　前記アクセスポイントと前記少なくとも１つのリレーまたはアクセスポイントとの間の
ホップの数、
　前記少なくとも１つのリレーまたはアクセスポイントに新たに接続することができる局
の数、
　前記少なくとも１つのリレーまたはアクセスポイントに新たに接続することができるリ
レーの数、あるいは
　前記少なくとも１つのリレーまたはアクセスポイントに新たに接続することができる局
とリレーの数
のうちの少なくとも１つに従って制限される、請求項６に記載のユーザ端末。
【請求項９】
　前記データがビーコンフレームを介して送信される、請求項６に記載のユーザ端末。
【請求項１０】
　前記データが、前記ユーザ端末あるいは前記少なくとも１つのリレーまたはアクセスポ
イントに新たに接続することができる局、リレー、または局とリレーの数を示す、請求項
６に記載のユーザ端末。
【請求項１１】
　マルチホップリレー構造におけるワイヤレス通信のためのアクセスポイントであって、
　ユーザ端末にワイヤレスで接続するように構成された処理システムと、
　前記ユーザ端末における望ましいワイヤレス接続の数を示す情報を前記ユーザ端末に送
信するように構成された送信機と
を備える、アクセスポイント。
【請求項１２】
　前記処理システムが、
　バッファサイズ、メモリ、またはエアタイム容量のうちの少なくとも１つが前記アクセ
スポイントにおける新しいワイヤレス接続をもはやサポートすることができないと決定す
ることと、
　前記決定に基づいて前記情報を生成することと
を行うように構成された、請求項１１に記載のアクセスポイント。
【請求項１３】
　前記アクセスポイントにおける望ましいワイヤレス接続の数を示す他の情報をアクセス
ポイントから受信するように構成された受信機
をさらに備え、
　前記処理システムが、前記他の情報に基づいて前記情報を生成するように構成された、
請求項１１に記載のアクセスポイント。
【請求項１４】
　前記情報がビーコンフレームを介して送信される、請求項１１に記載のアクセスポイン
ト。
【請求項１５】
　前記情報が、前記アクセスポイントに新たに接続することができる局、リレー、または
局とリレーの数を示す、請求項１１に記載のアクセスポイント。
【請求項１６】
　前記情報は、前記アクセスポイントが新しいワイヤレス接続を受け付けるかどうかを示
す値に設定された１ビットを備える、請求項１１に記載のアクセスポイント。
【請求項１７】
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　前記情報は、前記ユーザ端末における望ましいワイヤレス接続の前記数が前記アクセス
ポイントと前記ユーザ端末との間のホップの数に基づくことを示す、請求項１１に記載の
アクセスポイント。
【請求項１８】
　マルチホップリレー構造におけるユーザ端末におけるワイヤレス通信のための方法であ
って、前記ユーザ端末がアクセスポイントにワイヤレスで接続され、
　他の装置にワイヤレスで接続する前記アクセスポイントの能力に関係する情報を前記ア
クセスポイントから受信することと、
　前記情報に基づいて前記ユーザ端末におけるワイヤレス接続を制限することと
を備える、方法。
【請求項１９】
　前記情報が、前記アクセスポイントに新たに接続することができる局、リレー、または
局とリレーの数を示し、
　前記制限することが、前記アクセスポイントに新たに接続することができる局、リレー
、または局とリレーの前記数に基づいてワイヤレス接続の数を制限することを備える、
請求項１８に記載の方法。
【請求項２０】
　前記情報が、前記ユーザ端末と前記アクセスポイントとの間のホップの数に基づく前記
ユーザ端末における望ましいワイヤレス接続の数を示し、
　前記制限することが、望ましいワイヤレス接続の前記数に基づいてワイヤレス接続の数
を制限することを備える、
請求項１８に記載の方法。
【請求項２１】
　前記情報は、前記アクセスポイントが新しいワイヤレス接続を受け付けるかどうかを示
す値に設定された１ビットを備え、
　前記制限することは、前記アクセスポイントが新しいワイヤレス接続を受け付けないこ
とを示す値に前記１ビットが設定されたとき、前記ワイヤレス接続をワイヤレス接続の現
在の数に制限することを備える、
請求項１８に記載の方法。
【請求項２２】
　前記制限することが、
　少なくとも１つの現在のワイヤレス接続をドロップすること、
　いくつかの新しいワイヤレス接続を許容すること、または
　前記新しいワイヤレス接続を許容しないこと
のうちの少なくとも１つを備える、請求項１８に記載の方法。
【請求項２３】
　前記情報に基づいてデータを生成することと、
　前記ユーザ端末から、前記ユーザ端末に現在接続された少なくとも１つのリレーまたは
アクセスポイントに前記データを送信することと、
をさらに備える、請求項１８に記載の方法。
【請求項２４】
　前記送信することが、前記データをブロードキャストすることを備える、請求項２３に
記載の方法。
【請求項２５】
　前記データが、前記少なくとも１つのリレーまたはアクセスポイントにおける望ましい
ワイヤレス接続の数を示し、望ましいワイヤレス接続の前記数が、
　前記アクセスポイントと前記少なくとも１つのリレーまたはアクセスポイントとの間の
ホップの数、
　前記少なくとも１つのリレーまたはアクセスポイントに新たに接続することができる局
の数、
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　前記少なくとも１つのリレーまたはアクセスポイントに新たに接続することができるリ
レーの数、あるいは
　前記少なくとも１つのリレーまたはアクセスポイントに新たに接続することができる局
とリレーの数
のうちの少なくとも１つに従って制限される、請求項２３に記載の方法。
【請求項２６】
　前記データが、前記ユーザ端末あるいは前記少なくとも１つのリレーまたはアクセスポ
イントに新たに接続することができる局、リレー、または局とリレーの数を示す、請求項
２３に記載の方法。
【請求項２７】
　マルチホップリレー構造におけるアクセスポイントにおけるワイヤレス通信のための方
法であって、
　ユーザ端末にワイヤレスで接続することと、
　前記ユーザ端末における望ましいワイヤレス接続の数を示す情報を前記ユーザ端末に送
信することと
を備える、方法。
【請求項２８】
　バッファサイズ、メモリ、またはエアタイム容量のうちの少なくとも１つが前記アクセ
スポイントにおける新しいワイヤレス接続をもはやサポートすることができないと決定す
ることと、
　前記決定に基づいて前記情報を生成することと
をさらに備える、請求項２７に記載の方法。
【請求項２９】
　前記アクセスポイントにおける望ましいワイヤレス接続の数を示す他の情報をアクセス
ポイントから受信することと、
　前記他の情報に基づいて前記情報を生成することと
をさらに備える、請求項２７に記載の方法。
【請求項３０】
　前記情報は、
　前記アクセスポイントに新たに接続することができる局、リレー、または局とリレーの
数、
　前記アクセスポイントが新しいワイヤレス接続を受け付けるかどうか、あるいは
　前記ユーザ端末における望ましいワイヤレス接続の前記数が前記アクセスポイントと前
記ユーザ端末との間のホップの数に基づくこと、
のうちの少なくとも１つを示す、請求項２７に記載の方法。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００７８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００７８】
　[0083]特許請求の範囲は、上記で示した厳密な構成および構成要素に限定されないこと
を理解されたい。上記で説明した方法および装置の構成、動作および詳細において、特許
請求の範囲から逸脱することなく、様々な改変、変更および変形が行われ得る。
　以下に、本願出願の当初の特許請求の範囲に記載された発明を付記する。
［Ｃ１］
　ワイヤレス通信のための第１の装置であって、前記第１の装置が第２の装置に関連付け
られ、
　他の装置に関連する前記第２の装置の能力に関係する情報を前記第２の装置から受信す
るように構成された受信機と、
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　前記情報に基づいて前記第１の装置における関連を制限するように構成された処理シス
テムと
を備える、第１の装置。
［Ｃ２］
　前記情報が、前記第２の装置に新たに関連することができる局、リレー、または局とリ
レーの数を示し、
　前記処理システムが、前記第２の装置に新たに関連することができる局、リレー、また
は局とリレーの前記の数に基づいて関連の数を制限することによって、前記第１の装置に
おける前記関連を制限するように構成された、
Ｃ１に記載の第１の装置。
［Ｃ３］
　前記情報が、前記第１の装置と前記第２の装置との間のホップの数に基づく前記第１の
装置における望ましい関連の数を示し、
　前記処理システムが、望ましい関連の前記数に基づいて関連の数を制限することによっ
て前記第１の装置における前記関連を制限するように構成された、
Ｃ１に記載の第１の装置。
［Ｃ４］
　前記情報は、前記第２の装置が新しい関連を受け付けるかどうかを示す値に設定された
１ビットを備え、
　前記処理システムは、前記第２の装置が新しい関連を受け付けないことを示す値に前記
１ビットが設定されたとき、前記第１の装置における前記関連を関連の現在の数に制限す
るように構成された、
Ｃ１に記載の第１の装置。
［Ｃ５］
　前記処理システムが、
　少なくとも１つの現在の関連をドロップすること、
　いくつかの新しい関連を許容すること、または
　前記新しい関連を許容しないこと
によって、前記第１の装置における前記関連を制限するように構成された、Ｃ１に記載の
第１の装置。
［Ｃ６］
　前記処理システムが、前記情報に基づいてデータを生成するようにさらに構成され、
　前記第１の装置が、前記第１の装置から、前記第１の装置に現在関連付けられた少なく
とも１つのリレーまたはアクセスポイントに前記データを送信するように構成された送信
機をさらに備える、
Ｃ１に記載の第１の装置。
［Ｃ７］
　前記送信機が、前記データをブロードキャストするように構成された、Ｃ６に記載の第
１の装置。
［Ｃ８］
　前記データが、前記少なくとも１つのリレーまたはアクセスポイントにおける望ましい
関連の数を示し、望ましい関連の前記数が、
　前記第２の装置と前記少なくとも１つのリレーまたはアクセスポイントとの間のホップ
の数、
　前記少なくとも１つのリレーまたはアクセスポイントに新たに関連することができる局
の数、
　前記少なくとも１つのリレーまたはアクセスポイントに新たに関連することができるリ
レーの数、あるいは
　前記少なくとも１つのリレーまたはアクセスポイントに新たに関連することができる局
とリレーの数
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のうちの少なくとも１つに従って制限される、Ｃ６に記載の第１の装置。
［Ｃ９］
　前記データがビーコンフレームを介して送信される、Ｃ６に記載の第１の装置。
［Ｃ１０］
　前記データが、前記第１の装置あるいは前記少なくとも１つのリレーまたはアクセスポ
イントに新たに関連することができる局、リレー、または局とリレーの数を示す、Ｃ６に
記載の第１の装置。
［Ｃ１１］
　ワイヤレス通信のための第１の装置であって、
　第２の装置に関連するように構成された処理システムと、
　前記第２の装置における望ましい関連の数を示す情報を前記第２の装置に送信するよう
に構成された送信機と
を備える、第１の装置。
［Ｃ１２］
　前記処理システムが、
　バッファサイズ、メモリ、またはエアタイム容量のうちの少なくとも１つが前記第１の
装置における新しい関連をもはやサポートすることができないと決定することと、
　前記決定に基づいて前記情報を生成することと
を行うように構成された、Ｃ１１に記載の第１の装置。
［Ｃ１３］
　前記第１の装置における望ましい関連の数を示す他の情報をアクセスポイントから受信
するように構成された受信機
をさらに備え、
　前記処理システムが、前記他の情報に基づいて前記情報を生成するように構成された、
Ｃ１１に記載の第１の装置。
［Ｃ１４］
　前記情報がビーコンフレームを介して送信される、Ｃ１１に記載の第１の装置。
［Ｃ１５］
　前記情報が、前記第１の装置に新たに関連することができる局、リレー、または局とリ
レーの数を示す、Ｃ１１に記載の第１の装置。
［Ｃ１６］
　前記情報は、前記第１の装置が新しい関連を受け付けるかどうかを示す値に設定された
１ビットを備える、Ｃ１１に記載の第１の装置。
［Ｃ１７］
　前記情報は、前記第２の装置における望ましい関連の前記数が前記第１の装置と前記第
２の装置との間のホップの数に基づくことを示す、Ｃ１１に記載の第１の装置。
［Ｃ１８］
　第１の装置におけるワイヤレス通信のための方法であって、前記第１の装置が第２の装
置に関連付けられ、
　他の装置に関連する前記第２の装置の能力に関係する情報を前記第２の装置から受信す
ることと、
　前記情報に基づいて前記第１の装置における関連を制限することと
を備える、方法。
［Ｃ１９］
　前記情報が、前記第２の装置に新たに関連することができる局、リレー、または局とリ
レーの数を示し、
　前記制限することが、前記第２の装置に新たに関連することができる局、リレー、また
は局とリレーの数に基づいて関連の数を制限することを備える、
Ｃ１８に記載の方法。
［Ｃ２０］
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　前記情報が、前記第１の装置と前記第２の装置との間のホップの数に基づく前記第１の
装置における望ましい関連の数を示し、
　前記制限することが、望ましい関連の前記数に基づいて関連の数を制限することを備え
る、
Ｃ１８に記載の方法。
［Ｃ２１］
　前記情報は、前記第２の装置が新しい関連を受け付けるかどうかを示す値に設定された
１ビットを備え、
　前記限定することは、前記第２の装置が新しい関連を受け付けないことを示す値に前記
１ビットが設定されたとき、前記関連を関連の現在の数に制限することを備える、
Ｃ１８に記載の方法。
［Ｃ２２］
　前記限定することが、
　少なくとも１つの現在の関連をドロップすること、
　いくつかの新しい関連を許容すること、または
　前記新しい関連を許容しないこと
のうちの少なくとも１つを備える、Ｃ１８に記載の方法。
［Ｃ２３］
　前記情報に基づいてデータを生成することと、
　前記第１の装置から、前記第１の装置に現在関連付けられた少なくとも１つのリレーま
たはアクセスポイントに前記データを送信することと、
をさらに備える、Ｃ１８に記載の方法。
［Ｃ２４］
　前記送信することが、前記データをブロードキャストすることを備える、Ｃ２３に記載
の方法。
［Ｃ２５］
　前記データが、前記少なくとも１つのリレーまたはアクセスポイントにおける望ましい
関連の数を示し、望ましい関連の前記数が、
　前記第２の装置と前記少なくとも１つのリレーまたはアクセスポイントとの間のホップ
の数、
　前記少なくとも１つのリレーまたはアクセスポイントに新たに関連することができる局
の数、
　前記少なくとも１つのリレーまたはアクセスポイントに新たに関連することができるリ
レーの数、あるいは
　前記少なくとも１つのリレーまたはアクセスポイントに新たに関連することができる局
とリレーの数
のうちの少なくとも１つに従って制限される、Ｃ２３に記載の方法。
［Ｃ２６］
　前記データが、前記第１の装置あるいは前記少なくとも１つのリレーまたはアクセスポ
イントに新たに関連することができる局、リレー、または局とリレーの数を示す、Ｃ２３
に記載の方法。
［Ｃ２７］
　第１の装置におけるワイヤレス通信のための方法であって、
　前記第２の装置に関連することと、
　前記第２の装置における望ましい関連の数を示す情報を前記第２の装置に送信すること
と
を備える、方法。
［Ｃ２８］
　バッファサイズ、メモリ、またはエアタイム容量のうちの少なくとも１つが前記第１の
装置における新しい関連をもはやサポートすることができないと決定することと、
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　前記決定に基づいて前記情報を生成することと
をさらに備える、Ｃ２７に記載の方法。
［Ｃ２９］
　前記第１の装置における望ましい関連の数を示す他の情報をアクセスポイントから受信
することと、
　前記他の情報に基づいて前記情報を生成することと
をさらに備える、Ｃ２７に記載の方法。
［Ｃ３０］
　前記情報は、
　前記第１の装置に新たに関連することができる局、リレー、または局とリレーの数、
　前記第１の装置が新しい関連を受け付けるかどうか、あるいは
　前記第２の装置における望ましい関連の前記数が前記第１の装置と前記第２の装置との
間のホップの数に基づくこと、
のうちの少なくとも１つを示す、Ｃ２７に記載の方法。
【手続補正書】
【提出日】平成28年4月26日(2016.4.26)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　マルチホップリレー構造におけるワイヤレス通信のためにリレーとして働くユーザ端末
であって、前記ユーザ端末がアクセスポイントにワイヤレスで接続され、
　他のユーザ端末にワイヤレスで接続する前記アクセスポイントの能力に関係する情報を
前記アクセスポイントから受信するように構成された受信機と、
　前記情報に基づいて前記ユーザ端末におけるワイヤレス接続を制限するように構成され
た処理システムと
を備える、ユーザ端末。
【請求項２】
　前記情報が、前記アクセスポイントに新たにワイヤレスで接続することができるユーザ
端末の数を示し、
　前記処理システムが、前記アクセスポイントに新たにワイヤレスで接続することができ
るユーザ端末の前記数に基づいてワイヤレス接続の数を制限することによって、前記ユー
ザ端末における前記ワイヤレス接続を制限するように構成された、
請求項１に記載のユーザ端末。
【請求項３】
　前記情報が、前記ユーザ端末と前記アクセスポイントとの間のホップの数に基づく前記
ユーザ端末における望ましいワイヤレス接続の数を示し、
　前記処理システムが、望ましいワイヤレス接続の前記数に基づいてワイヤレス接続の数
を制限することによって前記ユーザ端末における前記ワイヤレス接続を制限するように構
成された、
請求項１に記載のユーザ端末。
【請求項４】
　前記情報は、前記アクセスポイントが新しいワイヤレス接続を受け付けるかどうかを示
す値に設定された１ビットを備え、
　前記処理システムは、前記アクセスポイントが新しいワイヤレス接続を受け付けないこ
とを示す値に前記１ビットが設定されたとき、前記ユーザ端末における前記ワイヤレス接
続をワイヤレス接続の現在の数に制限するように構成された、
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請求項１に記載のユーザ端末。
【請求項５】
　前記処理システムが、
　少なくとも１つの現在のワイヤレス接続をドロップすること、
　いくつかの新しいワイヤレス接続を許容すること、または
　前記新しいワイヤレス接続を許容しないこと
によって、前記ユーザ端末における前記ワイヤレスで接続を制限するように構成された、
請求項１に記載のユーザ端末。
【請求項６】
　前記処理システムが、前記情報に基づいてデータを生成するようにさらに構成され、
　前記ユーザ端末が、前記ユーザ端末から、前記ユーザ端末に現在接続された少なくとも
１つのリレーまたはアクセスポイントに前記データを送信するように構成された送信機を
さらに備える、
請求項１に記載のユーザ端末。
【請求項７】
　前記送信機が、前記データをブロードキャストするように構成された、請求項６に記載
のユーザ端末。
【請求項８】
　前記データが、前記少なくとも１つのリレーまたはアクセスポイントにおける望ましい
ワイヤレス接続の数を示し、望ましいワイヤレス接続の前記数が、
　前記アクセスポイントと前記少なくとも１つのリレーまたはアクセスポイントとの間の
ホップの数、
　前記少なくとも１つのリレーまたはアクセスポイントに新たに接続することができる局
の数、
　前記少なくとも１つのリレーまたはアクセスポイントに新たに接続することができるリ
レーの数、あるいは
　前記少なくとも１つのリレーまたはアクセスポイントに新たに接続することができる局
とリレーの数
のうちの少なくとも１つに従って制限される、請求項６に記載のユーザ端末。
【請求項９】
　前記データがビーコンフレームを介して送信される、請求項６に記載のユーザ端末。
【請求項１０】
　前記データが、前記ユーザ端末あるいは前記少なくとも１つのリレーまたはアクセスポ
イントに新たに接続することができる局、リレー、または局とリレーの数を示す、請求項
６に記載のユーザ端末。
【請求項１１】
　マルチホップリレー構造におけるワイヤレス通信のためのアクセスポイントであって、
　ユーザ端末にワイヤレスで接続するように構成された処理システムと、
　前記ユーザ端末における望ましいワイヤレス接続の数を示す情報を前記ユーザ端末に送
信するように構成された送信機と
を備える、アクセスポイント。
【請求項１２】
　前記処理システムが、
　バッファサイズ、メモリ、またはエアタイム容量のうちの少なくとも１つが前記アクセ
スポイントにおける新しいワイヤレス接続をもはやサポートすることができないと決定す
ることと、
　前記決定に基づいて前記情報を生成することと
を行うように構成された、請求項１１に記載のアクセスポイント。
【請求項１３】
　前記アクセスポイントにおける望ましいワイヤレス接続の数を示す他の情報をアクセス
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ポイントから受信するように構成された受信機
をさらに備え、
　前記処理システムが、前記他の情報に基づいて前記情報を生成するように構成された、
請求項１１に記載のアクセスポイント。
【請求項１４】
　前記情報がビーコンフレームを介して送信される、請求項１１に記載のアクセスポイン
ト。
【請求項１５】
　前記情報が、前記アクセスポイントに新たに接続することができる局、リレー、または
局とリレーの数を示す、請求項１１に記載のアクセスポイント。
【請求項１６】
　前記情報は、前記アクセスポイントが新しいワイヤレス接続を受け付けるかどうかを示
す値に設定された１ビットを備える、請求項１１に記載のアクセスポイント。
【請求項１７】
　前記情報は、前記ユーザ端末における望ましいワイヤレス接続の前記数が前記アクセス
ポイントと前記ユーザ端末との間のホップの数に基づくことを示す、請求項１１に記載の
アクセスポイント。
【請求項１８】
　マルチホップリレー構造におけるユーザ端末におけるワイヤレス通信のための方法であ
って、前記ユーザ端末がアクセスポイントにワイヤレスで接続され、
　他のユーザ局にワイヤレスで接続する前記アクセスポイントの能力に関係する情報を前
記アクセスポイントから受信することと、
　前記情報に基づいて前記ユーザ端末におけるワイヤレス接続を制限することと
を備える、方法。
【請求項１９】
　前記情報が、前記アクセスポイントに新たに接続することができるユーザ端末の数を示
し、
　前記制限することが、前記アクセスポイントに新たに接続することができるユーザ端末
の前記数に基づいてワイヤレス接続の数を制限することを備える、
請求項１８に記載の方法。
【請求項２０】
　前記情報が、前記ユーザ端末と前記アクセスポイントとの間のホップの数に基づく前記
ユーザ端末における望ましいワイヤレス接続の数を示し、
　前記制限することが、望ましいワイヤレス接続の前記数に基づいてワイヤレス接続の数
を制限することを備える、
請求項１８に記載の方法。
【請求項２１】
　前記情報は、前記アクセスポイントが新しいワイヤレス接続を受け付けるかどうかを示
す値に設定された１ビットを備え、
　前記制限することは、前記アクセスポイントが新しいワイヤレス接続を受け付けないこ
とを示す値に前記１ビットが設定されたとき、前記ワイヤレス接続をワイヤレス接続の現
在の数に制限することを備える、
請求項１８に記載の方法。
【請求項２２】
　前記制限することが、
　少なくとも１つの現在のワイヤレス接続をドロップすること、
　いくつかの新しいワイヤレス接続を許容すること、または
　前記新しいワイヤレス接続を許容しないこと
のうちの少なくとも１つを備える、請求項１８に記載の方法。
【請求項２３】
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　前記情報に基づいてデータを生成することと、
　前記ユーザ端末から、前記ユーザ端末に現在接続された少なくとも１つのリレーまたは
アクセスポイントに前記データを送信することと、
をさらに備える、請求項１８に記載の方法。
【請求項２４】
　前記送信することが、前記データをブロードキャストすることを備える、請求項２３に
記載の方法。
【請求項２５】
　前記データが、前記少なくとも１つのリレーまたはアクセスポイントにおける望ましい
ワイヤレス接続の数を示し、望ましいワイヤレス接続の前記数が、
　前記アクセスポイントと前記少なくとも１つのリレーまたはアクセスポイントとの間の
ホップの数、
　前記少なくとも１つのリレーまたはアクセスポイントに新たに接続することができる局
の数、
　前記少なくとも１つのリレーまたはアクセスポイントに新たに接続することができるリ
レーの数、あるいは
　前記少なくとも１つのリレーまたはアクセスポイントに新たに接続することができる局
とリレーの数
のうちの少なくとも１つに従って制限される、請求項２３に記載の方法。
【請求項２６】
　前記データが、前記ユーザ端末あるいは前記少なくとも１つのリレーまたはアクセスポ
イントに新たに接続することができる局、リレー、または局とリレーの数を示す、請求項
２３に記載の方法。
【請求項２７】
　マルチホップリレー構造におけるアクセスポイントにおけるワイヤレス通信のための方
法であって、
　ユーザ端末にワイヤレスで接続することと、
　前記ユーザ端末における望ましいワイヤレス接続の数を示す情報を前記ユーザ端末に送
信することと
を備える、方法。
【請求項２８】
　バッファサイズ、メモリ、またはエアタイム容量のうちの少なくとも１つが前記アクセ
スポイントにおける新しいワイヤレス接続をもはやサポートすることができないと決定す
ることと、
　前記決定に基づいて前記情報を生成することと
をさらに備える、請求項２７に記載の方法。
【請求項２９】
　前記アクセスポイントにおける望ましいワイヤレス接続の数を示す他の情報をアクセス
ポイントから受信することと、
　前記他の情報に基づいて前記情報を生成することと
をさらに備える、請求項２７に記載の方法。
【請求項３０】
　前記情報は、
　前記アクセスポイントに新たに接続することができるユーザ端末の数、
　前記アクセスポイントが新しいワイヤレス接続を受け付けるかどうか、あるいは
　前記ユーザ端末における望ましいワイヤレス接続の前記数が前記アクセスポイントと前
記ユーザ端末との間のホップの数に基づくこと、
のうちの少なくとも１つを示す、請求項２７に記載の方法。
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